






















1 . 昭和 32 年 7 月 31 日東京地裁判決
2 . 昭和 37 年 11 月 10 日神戸地裁判決
3 . 昭和 55 年 9 月 29 日東京地裁判決
4 . 昭和 61 年 6 月 25 日神戸地裁判決
（第 2 審：平成 3 年12月19日大阪高裁判決並びに第 3 審：平成 5 年11月25日最高裁判決）
5 . 昭和 63 年 6 月 27 日東京地裁判決
6 . 平成 2 年 4 月 25 日東京地裁判決
Ⅴ．Incoterms®2010 の特徴とコンテナ船積み条件への対応策
1 . Incoterms®2010 の特徴













































（International Rules for the Interpretation of Trade Terms）とか荷為替信用状に関する統一規


































商慣習 －－ 定型取引条件の研究 －－』東京布井出版第二版（1978）P10/43 参照）
（3） 折衷論（lex mercatoria との観点から国際商慣習法を捉える立場）
⑤ 「商慣習が法化されたものが商慣習法（lex mercatoria）と表現してもよく、取引の現場では、
商慣習と商慣習法を区別する実益はない。貿易取引に関しては、インコタームズの中の FOB、
CFR、CIF の 3 条件がその代表的なものである。」（絹巻康史『国際商取引事典』中央経済社
（2007）P142－3 参照）
⑥ lex mercatoria を広義にとらえ、19 世紀以降の世界貿易の発展で、定型的取引条件に係る














見が多い」（北川・柏木『国際取引法（第 2 版）』有斐閣（2005）P29 以下参照。）





分類するもの」（山手正史「lex mercatoria についての一考察（1）－－ その生成と展開および適







































習」となるわけではない。（北川俊光・柏木昇『国際取引法第 2 版』有斐閣（2005）P61 参照。）
④ 貿易取引における慣習として、インコタームズの反復性と多用性は、FOB や CIF 等を使用す
ることによる利便性と安全性によるものであり、このような反復・多用・利便・安全からなる事
実性を根拠として FOB、CIF、C&F の 3 条件は、契約における価格条件を規定する実質上の統
一ルールと言えるのであり、国際商慣習（lex mermcatoria）と言えよう。（絹巻康史『国際取
引法・新版 －－ 契約のルーツを求めて －－』同文館出版（2004）P153 参照。）
Ⅲ．我が国におけるトレード・タームズに係る裁判例
１．昭和 32年 7月 31 日東京地裁判決7）
















４．昭和 61年 6月 25 日神戸地裁判決11）
（第 2審：平成 3年12月19日大阪高裁判決並びに第 3審：平成 5年11月25日最高裁判決）
本件は、FOB/CIF 契約の船積み日と収益計上日につき、租税法上争われた事件であるが、裁
判所は「FOB、C&F 及び CIF はインコタームズに採用された貿易慣習の定型となる貿易条件の
主なるものの形態の一つである」として、FOB、C&F、CIF 条件が貿易慣習であると説明して
いる。
５．昭和 63年 6月 27 日東京地裁判決12）
本件は、その CIF 契約の解約の可否を巡る争であるが、判決中にその CIF 契約条件について
は、「CIF とは Cost, Insurance and Freight の略であって、海上運賃及び保険料込の値段を意味
することは公知の事実である。」と言及され、CIF 契約が慣習であることを示唆している。
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６．平成 2年 4月 25 日東京地裁判決13）
































を主張しているが、例えば FCA 条件の設定の場合にも“FCA 38 Cours Albert 1er, Paris,
France Incoterms®2010”と Incoterms®2010 と指定地の指定を要求しているが、これは 2000
年度版までにはなかったことである。






前回 2000 版15）においては、序文第 18 節において、コンテナ積貨物にはコンテナ積条件使用を
強く要求していた（Thus, a strong warning has been made in the preamble of FOB that the
terms should not be used when the parties don’t intend delivery across the ship’s rail）。然し、2010
版では、その分類の上で、コンテナ船用条件（FCA/CPT/CIP）をグループ I 全運送用の中で、
コンテナ船用を区分することと、FOB/CFR/CIF の項でコンテナ船積みが想定されるケースで
は、FCA/CPT/CIP の使用を助言するなりの配慮がなされてはいるが、前回 2000 版のような強
い警告はなされていない。







も事実であり、我が国としては、今回の 2010 版の出現を機会に、これまでの ICC のインコタームズ
に対する認識を改め、Incoterms®2010 も世界の貿易定型条件の一つとしての位置づけと考えるのも
一案である。




そうなれば、コンテナ積条件の FCA/CPT/CIP の代わりに FOB/CFR（C&F）／CIF を使用して
も、その使用によって考えられるリスクは、輸出 FOB 保険（輸出 C&F 保険）の地震約款等の保険
実務上の見直し策19）で対応も可能であると考える。
又、関税法上の問題にしても、関税定率法なり関連法令・省令に規定されている課税標準価格は具
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約款に All risks 条件の付保をすれば問題がない故、FOB と C&F（CFR）の場合における輸出 FOB 保険な




の現状と税関行政」『税関研修所論集』第 33 号（2005）P64 以下参照。）以外に、前掲弊稿『JCA ジャーナ
ル』第 47 巻第 7 号 P37 以下並びに遠藤健二氏「インコタームズの実務と問題点―コンテナ貨物に対する取
引条件の誤用問題を中心として―」『第 9 回貿易研究会・研究報告書』P160 以下を参照。
西口 博之
－ 16 －
In “Incoterms” the Law?
― On the Occasion of the Enforcement of the New “Incoterms” ―
Hiroyuki NISHIGUCHI
Recently discussions have been made towards the misuse of container cargo trade terms by
“Incoterms” to find a better solution to avoid further trouble with this issue but have been
unsuccesful. The new “Incoterms” which have been enforced from January 2011 showed no solution
or the advice regarding this issue.
This paper proposes to review the interpretation of “Incoterms” whether it is the law or the mere
trade practice so that the business world can consider how to cope with this issue in the future.
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